
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

みやぎ大規模施設園芸立地奨励金交付要綱 

（令和５年８月１日改正版） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 



 

みやぎ大規模施設園芸立地奨励金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１ 県は、異業種企業及び県外企業の農業参入等により、みやぎの農業と地域経済を支

える産業の発展に資するため、県内に大規模園芸施設を新設又は増設する農業法人に対

し、予算の範囲内においてみやぎ大規模施設園芸立地奨励金（以下「奨励金」という。）

を交付するものとし、その交付等に関しては、補助金等交付規則（昭和５１年宮城県規

則第３６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところに

よる。 

 

 （定義） 

第２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

 （１）  「園芸作物」 統計法（平成１９年法律第５３号）第２８条第１項及び附則第 

３条の規定に基づき同法第２条第９項に規定する統計基準である日本標準産業分類

（平成２１年３月２３日付け総務省告示第１７５号）に規定する中分類の農業のう    

ち、細分類の野菜作農業、果樹作農業及び花き作農業に含まれる品目のこと。ただ 

し、きのこ類は除く。 

 （２） 「大規模園芸施設」 施設内で植物の生育環境（光、温度、湿度、二酸化炭素、

養分、水分等）を制御して栽培を行う施設園芸のうち、環境及び生育のモニタリン

グを基礎として、高度な環境制御と生育予測を行うことにより、園芸作物の周年・

計画生産が可能な栽培施設のこと。 

（３） 「太陽光利用型」 大規模園芸施設のうち、温室等の半閉鎖環境で太陽光の利

用を基本として、雨天・曇天時の補光や夏期の高温抑制技術等により周年・計画生

産を行うもの。 

（４） 「完全人工光型」 大規模園芸施設のうち、閉鎖環境で太陽光を使わずに環境

を制御して周年・計画生産を行うもの。 

（５） 「大規模施設園芸」 大規模園芸施設で営農を行うこと。 

（６） 「投下固定資産額」 大規模園芸施設の立地のために取得した当該大規模園芸

施設を構成する、土地を除く、固定資産及び償却資産において、次に掲げる金額を

合計した金額をいう。 

イ 本要綱第４本文の規定に基づき奨励金対象施設園芸指定申請書（様式第１号）を

知事に提出した日の属する月から操業開始日の属する年の年度末までの間に取得し

た固定資産（土地を除く。）及び償却資産で、地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第３４１条第９号に規定する固定資産課税台帳に登録された課税標準額 

 （７） 「新規雇用者」 第８号及び第９号に該当する者をいう。 

（８） 「正社員」 次に掲げるすべての要件に該当する者をいう。 

イ 本要綱第４の規定による申請の日の属する月から操業開始日の属する月までの間

に、大規模園芸施設の設置に伴い新たに雇用された県内に住所を有する常時雇用者

（労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第２１条各号に規定する者を除く。）又



 

は大規模園芸施設の設置に伴う転勤等により新たに県内に住所を有することとなっ

た常時雇用者。 

ロ 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第６０条の２第１項第１号に規定する

一般被保険者又は第３７条の２第１項に規定する高年齢被保険者のうち雇用期間の

定めのない者（同一の事業所に雇用される通常の労働者と比較し、常時短時間勤務

の者は除く。）であること。 

ハ 労働基準法第８９条の規定により就業規則を作成している場合においては、その

対象となる者であること。（特に、同法第３９条の年次有給休暇及び第６５条の産

前産後に係る休業並びに育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福

祉に関する法律（平成３年法律第７６号）第５条の育児休業及び第１１条の介護休

業の対象であること。） 

（９） 「パートタイム労働者」 本要綱第４の規定による申請の日の属する月から操

業開始日の属する月までの間に、大規模園芸施設の設置に伴い新たに雇用された県

内に住所を有する短時間労働者及び有期雇用労働者（短時間労働者及び有期雇用労

働者の雇用管理の改善等に関する法（平成５年法律第７６号）第２条に定義する者）

又は大規模園芸施設の設置に伴う転勤等により新たに県内に住所を有することとな

った短時間労働者及び有期雇用労働者。 

 （１０） 「新設」 次に掲げる要件のいずれかに該当する者をいう。 

イ 県内に大規模園芸施設を有しない者が県内に新たに大規模園芸施設を設置するこ

と。 

ロ 県内に大規模園芸施設を有する者が当該大規模園芸施設とは別の県内市町村で新

たに園芸施設を設置すること。 

（１１） 「増設」 既に県内に大規模園芸施設を有する者が、当該大規模園芸施設と

同一市町村内に新たに大規模園芸施設を設置すること。 

 （１２） 「農業法人」 法人形態によって農業を営む法人。 

 

（奨励金の交付対象施設園芸） 

第３ 奨励金の交付の対象となる施設園芸は、次に掲げる要件を備える施設園芸（以下「奨

励金対象施設園芸」という。）であって、知事が指定したものとする。 

（１） 大規模園芸施設において、投下固定資産額が、新設の場合は５億円以上、増設

の場合は２億円以上であること。 

（２） 操業開始日の属する月の末日において、新設の場合は正社員１人かつパートタ

イム労働者１０人以上の新規雇用者がいること。増設の場合はパートタイム労働者

５人以上の新規雇用者がいること。 

（３） 太陽光利用型において、新設の場合は施設面積が１０，０００㎡以上であるこ

と。増設の場合は増設面積が５，０００㎡以上で、既存施設面積と併せて１０，０

００㎡以上であること。 

（４） 完全人工光型において、施設面積が１，０００㎡以上であり、通常の施設であ

れば期待されうる一定の収量が期待できること。 

（５） 申請者が自ら従業員を雇用し、大規模園芸施設を運営していること。 



 

（６） 大規模園芸施設で、園芸作物（ただし特用林産物は除く）の栽培を行い、農業

を営む農業法人であること。 

 

（奨励金対象施設園芸の指定の申請） 

第４ 第３の奨励金対象施設園芸の指定を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は、大規模園芸施設の設置工事等に着手する予定日の３０日前までに、次に掲げる書類

を添えて、奨励金対象施設園芸指定申請書（様式第１号）を知事に提出しなければなら

ない。ただし、申請に当たり、親会社（会社法２条４号）又は連結決算を行う企業等、

密接な関係があると認められる企業に限り、第３に定められた要件を満たす場合には、

当該企業の連名により２者以上で申請することができる。 

  (１) 企業の概要を明らかにする書類 

  (２) 大規模園芸施設の設置計画に関する書類 

 (３) 大規模施設園芸の事業実施計画に関する書類 

  (４) 設置する大規模園芸施設の位置図及び平面図 

  (５) 農業法人の登記事項証明書及び定款の写し 

(６) 就業規則の写し 

 (７) 直近３年分の事業報告書及び決算書 

(８) 工事請負契約等を既に締結している場合は、当該契約書の写し 

(９) 国の共済制度又は民間の保険等への加入に関する誓約書 

(１０) 暴力団排除に関する誓約書 

(１１) 納税証明書（全ての県税） 

２ 次のいずれかに該当する者は、指定の申請をすることができない。 

（１） 暴力団排除条例（平成２２年宮城県条例第６７号）に規定する暴力団又は暴力

団員等 

（２） 県税に滞納や未納がある者 

３ 知事は、前項第１号に規定する暴力団又は暴力団員等に関する事項について、県警 

察本部長宛て照会することができる。 

 

 （奨励金対象施設園芸の指定等） 

第５ 知事は、第４の奨励金対象施設園芸指定申請書の提出を受けたときは、その指定の

可否を決定し、その旨を申請者に通知するものとする。ただし、第３各号の要件を満た

す場合であっても、事業実施計画の妥当性や予算の状況等の理由により奨励金対象施設

園芸の指定を行わないことができるものとする。 

２ 前項の通知は、奨励金対象施設園芸指定通知書（様式第２号）によって行うものとし、

知事は、指定に当たり条件を付すことができるものとする。 

３ 第１項の規定による奨励金対象施設園芸の指定を受けた者が、当該指定を辞退しよ

うとする場合は、奨励金対象施設園芸指定辞退届（様式第３号）を知事に提出しなけれ

ばならない。 

４ 第１項の規定による奨励金対象施設園芸の指定後、指定の通知を受けた者が、次の各

号のいずれかに該当することとなったときは、知事は、必要な報告を求め、当該奨励金



 

対象施設園芸の指定を取り消すことができる。 

 (１) 虚偽の方法により奨励金対象施設園芸の指定を受けた場合 

 (２) 第２項の規定により知事が付した条件に違反した場合 

 (３) 第１項の指定の通知を受けた日から１年以内に大規模園芸施設の設置工事等に着

手しなかった場合 

(４) 奨励金対象施設園芸の完成の日から１年以内に奨励金の交付の対象となる事業に

着手しなかった場合 

 

 （奨励金対象施設園芸の変更） 

第６ 第４の規定による奨励金対象施設園芸指定申請書の提出後、奨励金の交付の決定の

通知を受けた日から５年を経過する日までの間に登記事項や計画内容等に重要な変更が

あった場合は、当該変更のあった日から３０日以内に、登記事項証明書等の変更内容を

証する書類を添えて、奨励金対象施設園芸変更届（様式第４号）を知事に提出しなけれ

ばならない。 

 

 （奨励金対象施設園芸の承継） 

第７ 第４の規定による奨励金対象施設園芸指定申請書の提出後、奨励金の交付の決定の

通知を受けた日から５年を経過する日までの間に、合併、譲渡、相続その他の事由によ

り奨励金対象施設園芸に係る事業を他者に承継した場合は、当該事業を承継した日から

３０日以内に、承継を証する書類を添えて、奨励金対象施設園芸承継届（様式第５号）

を知事に提出しなければならない。 

 

（操業開始の届出） 

第８ 奨励金の交付を受けようとする者は、奨励金対象施設園芸の操業開始日から６０日

以内に、次に掲げる書類を添えて、操業開始届（様式第６号）を知事に提出しなければ

ならない。 

(１)  事業概要書（様式第７号） 

(２) 新規雇用者数を証する書類 

(３) 工事請負契約等の写し（指定申請時に未提出の場合に限る。） 

２ 奨励金の交付を受けようとする者は、第４の規定により提出した奨励金対象施設園芸

指定申請書に記載した操業開始予定日が３０日以上遅れることが明らかとなったとき

は、操業開始予定日の３０日前までに操業開始予定日変更届（様式第８号）を知事に提

出しなければならない。 

 

 （奨励金の交付額） 

第９ 奨励金の交付額は、別表１の区分に従い、投下固定資産額にそれぞれ同表の奨励金

交付率を乗じて得た額とし、同表の右欄に掲げる交付限度額を限度とする。 

２ 大規模園芸施設の立地に関し一会計年度において交付決定を行う額は２億円を限度と

し、予算の状況に応じて、複数年に分割して交付決定を行うことができるものとする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、奨励金の交付を受けようとする者が、奨励金の交付対象



 

となる投下固定資産等を対象として自治体等から奨励金以外の補助金等の交付を受ける

場合は、課税標準額から当該補助金等の額を減じて得た額に、交付率を乗じて得た額を

交付するものとする。 

 

 （奨励金の交付の申請） 

第１０ 奨励金の交付を受けようとする者は、新設、増設した奨励金対象施設園芸の操業

を開始した年の翌年の４月１日から翌々年の３月３１日までの間（第９第２項に基づき

複数年に分割して交付を受ける者に係る２回目以降の交付については、当該交付を受け

る会計年度中）において知事が指定した期日までに、次に掲げる書類を添えて、みやぎ

大規模施設園芸立地奨励金交付申請書（様式第９号）を知事に提出しなければならない。 

  (１) 事業実績書（様式第１０号） 

  (２) 投下固定資産額を証する書類 

２ 前項のみやぎ大規模施設園芸立地奨励金交付申請書は、規則第１２条第１項の補助事

業等実績報告書を兼ねるものとする。 

 

（奨励金の交付の決定） 

第１１ 知事は、前条の規定による奨励金の交付の申請があったときは、奨励金の交付の

決定を行い、申請者に通知するものとする。 

２ 前項の奨励金の交付の決定の通知は、規則第１３条の規定による補助金等の額の確定

の通知を兼ねるものとする。 

 

（奨励金の交付） 

第１２ 奨励金は、奨励金対象施設園芸が操業を開始した年の翌年の４月１日以降に交付

するものとする。 

 

 （奨励金の返還） 

第１３ 規則第６条の規定により奨励金の交付の決定の通知を受けた者が、次の各号のい

ずれかに該当するときは、知事は、必要な報告を求め、当該奨励金の全部又は一部の返

還を命ずることができる。 

 (１) 虚偽の方法により奨励金の交付を受けた場合 

 (２) 第５第２項の規定により知事が付した条件に違反した場合 

 (３) 当該奨励金の交付の決定の通知を受けた日から５年を経過する日までの間に、交

付の決定の対象となった大規模園芸施設の操業を中止、廃止又は縮小した場合 

２ 前項第３号による奨励金の返還金額は、奨励金の交付額から奨励金対象施設園芸の操

業日数に基づく操業貢献額及び県税納付額を減じた額とする。 

 

 （端数計算） 

第１４ 第９から第１２までの規定による奨励金の額に千円未満の端数が生じたときは、

これを切り捨てるものとする。 

 



 

 

 （書類の提出等） 

第１５ この要綱により知事に提出する書類の部数は、各１部とする。 

２ 知事は、第４の奨励金対象施設園芸指定申請書の提出があったときは、その内容につ

いて、奨励金対象施設園芸の立地を計画する市町村の長に対し、意見を求めることがで

きる。 

 

 （運営状況報告） 

第１６ 知事は、この補助事業により設置され、又は導入された機械等の運営状況につい

て、操業開始年から５年間について報告を求めることができる。 

 

 （災害等に対する備え等） 

第１７ 交付対象者は、当該施設及び機械設備等を対象として、農業保険法（昭和２２年 法

律第１８５号）に基づく園芸施設又は民間の建物共済や損害補償保険等（天災等に対す

る補償を必須）、動産総合保険（天災等に対する補償を必須）に加入し、災害等のリス

クに備えるものとする。 

 

 （雑則） 

第１８ この要綱の施行に関し、必要な事項は、知事が別に定める。 

 

   附 則 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行し、令和５年４月１日から令和１０年３月 

３１日までに建設工事着手する奨励金対象工場等に適用する。 

２ 令和５年４月１日から令和５年４月３０日までの間に奨励金対象施設園芸に着手する

当該大規模園芸施設に係る奨励金にあっては、第４第１項の「大規模園芸施設の設置工

事に着手する日の３０日前」を「施行日から３０日を経過する日」と読み替えるものと

する。 

３ この要綱は、次年度以降の各年度において、奨励金に係る予算が成立した場合に、当

該奨励金にも適用するものとする。 

 

   附 則 

１ この要綱は、令和５年８月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表１（第９関係） 

１ 大規模園芸施設を新設する場合 

施設面積 区 分  奨励金

交付率  

奨励金 

交付 

限度額  

【太陽光利用型】 

施設面積が１０，０００㎡以

上であること 

【完全人工光型】 

施設面積が１，０００㎡以上

であること 

 

 

①投下固定資産額が１０億円以上であ

り、かつ、新規雇用者数のうち、正社

員が３人以上かつパートタイム労働

者が２０人以上のもの 

８％  ２億円  

②投下固定資産額が７.５億円以上で

あり、かつ、新規雇用者数のうち、正

社員が２人以上かつパートタイム労

働者が１５人以上のもの 

６％  ２億円  

③投下固定資産額が５億円以上であ

り、かつ、新規雇用者数のうち、正社

員が１人以上かつパートタイム労働

者が１０人以上のもの 

４％  ２億円  

注１ 女性活躍加算（１％加算） 

新規雇用者（正社員）のうち１/２以上が女性の場合。 

注２ デジタル機器加算（１％加算） 

農業 DX 推進を目指し、自動搬送機等農業用ロボットや労務管理システム等導入する

大規模園芸施設。ただし、複合環境制御機器の設置は除く。 

注３ SDGs 対応型加算（１％加算） 

化石燃料の使用量削減及び CO₂ 排出削減を目指し、バイオマスボイラーやヒートポ

ンプ、CO₂ 局所施用装置などを導入する大規模園芸施設。 

注４ 交付率の加算は、注１から注３で加算するが、最大２％とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

２ 大規模園芸施設を増設する場合 

施設面積 区 分  奨励金交

付率  

奨励金 

交付限

度額  

【太陽光利用型】 

施設面積が５，０００㎡以上で

あること 

【完全人工光型】 

施設面積が１，０００㎡以上で

あること 

①投下固定資産額が２億円以上

であり、かつ、新規雇用者数のう

ち、パートタイム労働者が５人

以上のもの 

２％ ２億円 

注５ 女性活躍加算（１％加算） 

新規雇用者（正社員）のうち１/２以上が女性の場合。 

注６ デジタル機器加算（１％加算） 

農業 DX 推進を目指し、自動搬送機等の農業用ロボットや労務管理システム等導入す

る大規模園芸施設。ただし、複合環境制御機器の設置は除く。 

注７ SDGs 対応型加算（１％加算） 

化石燃料の使用量削減及び CO₂ 排出削減を目指し、バイオマスボイラーやヒートポ

ンプ、CO₂ 局所施用装置などを導入する大規模園芸施設。 

注８ 交付率の加算は、注５から注７で加算するが、最大２％とする。 

 


